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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のアンテナ素子を有し、各アンテナ素子から、１組の受信信号を導出し及び送信信
号を送信するアレーアンテナ手段と、
　受信信号に含まれるパスの到来方向を推定する到来方向推定手段と、
　パス間の角度広がりを推定する角度広がり推定手段と、
　送信信号のビームパターンを決定する１組の重み係数を算出する重み係数算出手段と、
　送信すべき信号に前記重み係数を乗算する重み付け手段と
　を備え、前記重み係数算出手段は、
　複数のパスの各到来方向にそれぞれメインローブを向けるビームパターンを実現する複
数パス重み係数、
　複数のパスの中から選択された１つのパスの到来方向にメインローブを向けるビームパ
ターンを実現する１パス重み係数及び
　複数のパスに関する平均的な到来方向にメインローブを向けるビームパターンを実現す
る平均パス重み係数を算出し、
　パス間の角度広がりが広く且つパスの遅延時間が短かった場合、前記複数パス重み係数
が前記送信すべき信号に乗算され、
　パス間の角度広がりが広く且つパスの遅延時間が長かった場合、前記１パス重み係数が
前記送信すべき信号に乗算され、
　パス間の角度広がりが狭かった場合、前記平均パス重み係数又は１パス重み係数が前記
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送信すべき信号に乗算される　
　ことを特徴とする無線通信装置。
【請求項２】
　前記到来方向推定手段が、到来波の送信元を識別することを特徴とする請求項１記載の
無線通信装置。
【請求項３】
　前記角度広がり推定手段が、パスの到来方向の統計的な分散に基づいて、又は所定の範
囲内の受信電力を与えるパスに基づいて算出されることを特徴とする請求項１記載の無線
通信装置。
【請求項４】
　複数のアンテナ素子から１組の受信信号を導出するステップと、
　受信信号に含まれるパスの到来方向を推定するステップと、
　パス間の角度広がりを推定するステップと、
　複数のパスの中から選択された１つのパスの到来方向にメインローブを向けるビームパ
ターンを実現する１パス重み係数、複数のパスの各到来方向にそれぞれメインローブを向
けるビームパターンを実現する複数パス重み係数、及び複数のパスに関する平均的な到来
方向にメインローブを向けるビームパターンを実現する平均パス重み係数を算出するステ
ップと、
　パス間の角度広がりに応じて、送信すべき信号に重み係数を乗算するステップと、
　重み付けされた送信信号を前記複数のアンテナ素子から送信するステップと、
　を有し、
　パス間の角度広がりが広く且つパスの遅延時間が短かった場合、前記複数パス重み係数
が前記送信すべき信号に乗算され、
　パス間の角度広がりが広く且つパスの遅延時間が長かった場合、前記１パス重み係数が
前記送信すべき信号に乗算され、
　パス間の角度広がりが狭かった場合、前記平均パス重み係数又は１パス重み係数が前記
送信すべき信号に乗算される
　ことを特徴とする無線通信方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般に無線通信の技術分野に属し、特にアレーアンテナを利用する無線通信
装置及び無線通信方法に関連する。
【背景技術】
【０００２】
　この種の技術分野では、無線通信を行う際に、適応アレーアンテナ技術(Adaptive Arra
y Antenna)と呼ばれる技術がしばしば利用される。この技術は、例えば複数のダイポール
アンテナをアレイ状に複数配置し、各アンテナの重み係数（ウエイト）を適応制御するこ
とで、所望の通信相手との通信に好都合な指向性（ビームパターン）を形成する。より具
体的には、この技術は、信号を受信する際に通信相手の方向（希望方向）に対するアンテ
ナ利得を大きくする一方、それ以外の方向（非希望方向）に対するアンテナ利得を小さく
することで、干渉波を抑制しながら信号を受信することを可能にする。
【０００３】
　一方、Ｗ－ＣＤＭＡ(Wideband-Code Division Multiple Access)方式の第３世代移動通
信システムに代表される、適応アレーアンテナ技術を利用する従来の通信システムでは、
音声通信のような回線交換型の通信が主に行われている。このような通信では、上下リン
クの通信チャネル数やデータレート等が等しく（通信の対称性が高く）、通信チャネルが
連続的に送受信される。重み係数は、ＬＭＳ(Least Mean Square)アルゴリズムやＲＬＳ(
Recursive Least Square)アルゴリズムを利用し、最適値に収束させることで、算出され
る。
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【０００４】
　また、回線交換型の通信では、上りリンクにおける干渉波の到来方向（例えば、干渉波
を送信しているユーザの方向）は、下りリンクでも干渉波の到来方向と仮定することの妥
当性が高い。そこで、送信時にもそのような指向性又はそれに適切な校正（キャリブレー
ション）を施した指向性を利用することで、干渉波を効果的に抑圧しながら信号を送信す
ることが可能になる。このように上下リンクで適切な指向性を実現することで、加入者容
量を増大させることが可能になる。適応アレーアンテナ技術については、例えば非特許文
献１及び非特許文献２に開示されている。
【非特許文献１】S.Tanaka, M.Sawahashi, and F.Adachi, “Pilot symbol-assisted dec
ision-directed coherent adaptive array diversity for DS-CDMA mobile radio revers
e link”, IEICE Trans. Fundamentals, Vol. E80-A, pp.2445-2454, Dec. 1997
【非特許文献２】A.Harada, S.Tanaka, M.Sawahashi, and F.Adachi, “Performance of 
Adaptive Antenna Array Diversity Transmitter for W-CDMA Forward Link”, Proc. PI
MRC99, pp.1134-1138, Osaka, Japan Sep. 1999
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、今後の無線通信システムは、インターネット網との整合性等に起因して
、回線交換型の通信からパケット型の通信に移行しつつある。パケット型の通信では、通
信チャネルはバースト的に伝送される。即ち、通信チャネルが連続的に送受信されるので
はなく、データパケットの存否に対応して通信チャネルが断続的に送受信される。このた
め、通信チャネルが連続的に到来することを前提に、比較的長時間かけて最適な重み係数
を求めていたＬＭＳやＲＬＳアルゴリズムでは、短期間のパケットが使用される場合に、
適切な重み係数を求めることができなくなってしまうという問題が懸念される。
【０００６】
　また、パケット型の通信では、上下リンクの通信は非対称になる傾向がある。例えば、
移動端末が大容量のデータをダウンロードする場合に、上りリンクは単なるコマンドを送
信するに過ぎないが、下りリンクではそのダウンロードを高速に行なうために、より多く
のチャネル数を必要とする。また、下りリンクでのみ信号伝送が行なわれ、上りリンクで
の信号伝送が行なわれないこともあり得る。この場合は、受信の際に得たビームパターン
に基づいて送信時のビームパターンを形成すること自体が困難になってしまう。更に、上
下リンクの通信の非対称性、及び使用される周波数の相違等により、上りリンク及び下り
リンクにおける干渉波の到来方向がほぼ等しいと仮定することの妥当性が低くなる。この
ため、干渉波を適切に抑圧し、上下リンクで（特に下りリンクで）適切なビームパターン
を実現することが困難になってしまうという問題が懸念される。
【０００７】
　ところで、上下非対称な通信が予想される今後の無線通信システムにおける重み係数の
計算では、伝送速度の高速化及び広帯域化等に起因して、マルチパスフェージングに対処
することも求められる。サンプリング周波数の高速化により、従来は捕捉されていなかっ
たようなマルチパス成分も捕捉されるようになり、それが干渉波となるからである。この
場合に、上記の非特許文献１又は２に開示されているように、受信信号に含まれるＬ個の
パス毎にM個１組の重み係数を算出し（Ｌはパス数であり、Mはアレーアンテナのアンテナ
素子数である。）、パス毎に得たＬ個の受信信号を合成して復調することが可能である。
この手法では、個々のパスを識別するので、受信特性が良好になる、即ちこの手法は復調
データの正確さの観点から望ましいと言える。しかしながら、パス毎に得られるそれぞれ
の受信電力は比較的小さいので、熱雑音等に起因する重み係数の生成誤差（実現されるビ
ームパターンと最適なビームパターンとの間のズレ）が大きくなってしまうという問題が
懸念される。一方、受信信号中の個々のパスを区別せずに、総てのパスを合成した信号を
用いて、M個１組の重み係数を算出する技術もある。この手法によれば、合成された受信
信号は比較的大きな電力を有するので、重み係数の生成誤差は比較的小さくなる。しかし
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ながら、パスの到来方向が大きくばらつくような場合、即ち角度広がり(angle spread)が
大きい場合には、パスを区別していないことに起因して、受信特性が劣化してしまうとい
う問題が懸念される。このため、マルチパスフェージングに起因して、干渉波を抑圧する
ビームパターンを良好に形成することが困難になることが懸念される。
【０００８】
　本発明は、上記の問題点の少なくとも１つに対処するためになされたものであり、その
課題は、上下リンクの通信が非対称な無線通信環境であっても、良好に干渉波を抑圧する
アレーアンテナのビームパターンを作成することの可能な無線通信装置及び無線通信方法
を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明によれば、
　複数のアンテナ素子を有し、各アンテナ素子から１組の受信信号を導出するアレーアン
テナ手段と、
　受信信号に含まれるパスの到来方向を推定する到来方向推定手段と、
　パス間の角度広がりを推定する角度広がり推定手段と、
　複数のパスに関する１組の重み係数を算出する第１重み係数算出手段と、
　推定されたパスの到来方向に基づいて、パス毎に、１組の重み係数を算出する第２重み
係数算出手段と、
　パス間の角度広がりに応じて、複数のパスに共通する重み係数又はパス毎に算出された
重み係数を、受信信号に乗算する重み付け手段と、
　重み付けされた１組の受信信号を合成する合成手段と
　を備えることを特徴とする無線通信装置
　が、提供される。
【００１０】
　また、本発明によれば、
　複数のアンテナ素子を有し、各アンテナ素子から、送信信号を送信する又は１組の受信
信号を導出するアレーアンテナ手段と、
　受信信号に含まれるパスの到来方向を推定する到来方向推定手段と、
　パス間の角度広がりを推定する角度広がり推定手段と、
　送信信号のビームパターンを決定する１組の重み係数を算出する重み係数算出手段と、
　送信すべき信号に前記重み係数を乗算する重み付け手段と
　を備え、前記重み係数算出手段が、パス間の角度広がりに応じて、異なるビームパター
ンを実現する重み係数を算出することを特徴とする無線通信装置
　が、提供される。
【００１１】
　本発明によれば、上下リンクの通信が非対称な無線通信環境であっても、良好に干渉波
を抑圧するアレーアンテナのビームパターンを作成することが可能になる。
【００１２】
　本発明の一態様によれば、電波の到来方向を推定しながら重み係数を算出するので、Ｌ
ＭＳのような収束に長時間を要するアルゴリズムを使用せずに、適切なビームパターンを
速やかに作成することが可能になる。
【００１３】
　本発明の一態様によれば、到来波の角度広がりの広狭に合わせて重み係数の算出方法を
適宜切り替えるので、角度広がりの広狭によらず、適切なビームパターンを作成すること
が可能になる。
【００１４】
　本発明の一態様によれば、到来波の送信元を識別しながら到来方向を推定し、その推定
結果を用いて送信時の重み係数を算出するので、所望の通信相手に信号を送信する場合に
、効果的に干渉波を抑圧しながら送信信号を送信することが可能になる。
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【００１５】
　本発明の一態様によれば、パス間の角度広がりに応じて、様々なビームパターンを実現
する重み係数の中で適切なものが使用される。従って、通信環境又は伝送路の状況に合わ
せて適切な信号伝送を行なうことが可能になる。
【００１６】
　本発明の一態様によれば、パス間の角度広がりの広狭に応じて適切な重み係数が算出さ
れるので、通信相手に効率的に信号を送信することができる。その結果、例えば無線基地
局における送信電力を節約することが可能になり、節約できた分だけカバレッジを増加さ
せることも可能になる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、上下リンクの通信が非対称な無線通信環境であっても、良好に干渉波
を抑圧するアレーアンテナのビームパターンを作成することが可能になる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下、本願実施例を説明する。
【実施例１】
【００１９】
　図１は、本願実施例による無線受信機の有する機能の内、本発明に特に関連する機能を
示す機能ブロック図である。概して、図１に示される要素には、「１」から始まる参照番
号が付される。無線受信機１００は、アレーアンテナ部１０２を形成する複数のアンテナ
素子１０４を有する。簡単のため、３つのアンテナ素子１０４のみが描かれているが、ア
ンテナ素子数は適切な任意の数に設定することが可能である。アンテナ素子１０４は、例
えばダイポールアンテナであり、それらは互いに例えば半波長程度の間隔を空けて、直線
状に、円弧状に又は他の適切な配置形状に設けられる。アレーアンテナ部１０２の各アン
テナ素子１０４は、適切な指向性（ビームパターン）を実現するのに適切であるように、
その寸法、間隔及び形状等が設定される。各アンテナ素子１０４には受信フロントエンド
部１０６が接続され、受信フロントエンド部１０６は、周波数変換、帯域制限、電力増幅
その他の受信フロントエンドに関する処理を行なう。各受信フロントエンド部１０６の出
力にはアナログディジタル変換部１０８がそれぞれ設けられている。各アナログディジタ
ル変換部１０８の出力（ディジタル信号）は、後述するように、本発明に特に関連する処
理を行なう要素に導かれる。それらの要素は、ハードウエアとして、ソフトウエアとして
、又はそれらの組み合わせとして実現することが可能である。
【００２０】
　無線受信機１００は、受信信号に含まれるパス（マルチパス成分）の到来方向(DoA: Di
rection of Arrival)を推定する到来方向推定部１１０を有する。到来方向推定部１１０
は、更に、複数のパスの各々について、個々の到来方向を推定する第１到来方向推定部１
１２と、総てのパスに共通の（全パスに関する）１つの到来方向を推定する第２到来方向
推定部１１４とを有する。無線受信機１００は、受信信号に含まれるＬ個のパスに合わせ
て、Ｌ個の処理要素１１６，１１８を有する。図１では簡単のためパス１（１番目のパス
）用の処理要素１１６及びパスＬ（L番目のパス）用の処理要素１１８のみが描かれてい
るが、実際にはそのような処理要素がＬ個（パス１，パス２，．．．，パスＬ）用意され
る。Lの値は、用途に依存して適切な任意の値に設定される。パス１用の処理要素１１６
には、（パス毎の）第１到来方向推定部１１２の出力を入力とする、パス１用の重み係数
算出部１２０が設けられる。重み係数算出部１２０は、パス１の到来波に適切なＭ個１組
の重み係数を算出する。ここで、Ｍはアンテナ素子１０４の素子数である。重み係数算出
部１２０の出力は、各アンテナ素子１０４に対応して設けられたＭ個のスイッチ部１２２
の一方の入力に与えられる。スイッチ部１２０の他方の入力には、全パス共通の重み係数
算出部１２４からの出力が与られている。後述するように、この重み係数算出部１２４で
は、特定の１つのパスではなく、全パスに関する１つの又は平均的な１つの方向に指向性



(6) JP 4299083 B2 2009.7.22

10

20

30

40

50

を合わせるような重み係数を算出する。
【００２１】
　無線受信機１００は、到来方向推定部１１０（第１到来方向推定部１１２）の出力を入
力とする角度広がり推定部１２６を有する。角度広がり推定部１２６は、受信信号に含ま
れる複数のパスの到来方向によって形成される角度を推定する。無線受信機１００は、角
度広がり推定部１２６の出力を入力とする閾値判定部１２８を有し、推定又は測定された
角度広がりが所定値を超えたか否かを示す制御信号を出力する。この制御信号は、上述し
たスイッチ部１２２の制御入力に接続される。スイッチ部１２２は、制御信号の内容に応
じて、パス毎に算出された重み係数又は全パスに共通の重み係数を選択し、それをアンテ
ナ素子１０４毎に設けられた乗算部１３０に与える。乗算部１３０は、そこに与えられた
重み係数を、受信信号に複素乗算し、その結果を加算部１３２に与える。加算部１３２は
、重み付けされた各アンテナ素子１０４からの受信信号を合成し、それを復調部１３４に
与える。図示の都合上省略されているが、パス１以外のパスに関する処理要素についても
、パス１用の処理要素１１６と同様な要素が設けられている。各処理要素１１６，１１８
からの出力は、復調部１３４に入力される。復調部１３４は、例えばレイク合成のような
適切な合成手法を利用しながら、受信信号を復調する。尚、図１では、全パスに共通の重
み係数が、並列に設けられたＬ個の処理要素１１６，１１８総てを経由するように描かれ
ているが、全パスに共通の重み係数を利用する場合には１つの処理要素（例えば、パス１
用の処理要素１１６）のみを利用して、重み付けされた受信信号を復調部１３４に与える
ように構成することも可能である。
【００２２】
　図２は、無線受信機１００の本発明に関する主要な動作を示すフローチャートである。
フロー２００は、ステップ２０２から始まり、複数のアンテナ素子１０４を通じて信号が
受信され、受信フロントエンド１０６及びアナログディジタル変換部１０８における適切
な信号処理が行なわれる。各アナログディジタル変換部１０８からの出力は、到来方向推
定部１１０に入力される。そして、フロー２００はステップ２０４に進む。
【００２３】
　ステップ２０４では、受信信号に含まれる複数のパスの到来方向が推定される。この処
理は、到来方向推定部１１０の第１及び第２到来方向推定部１１２，１１４に共通して行
なわれる。
【００２４】
　図３は、パス毎の到来方向を推定する様子を示す概念図である。ここでは、移動端末３
０２から発せられた送信信号に含まれるパスの到来方向を、無線基地局３０４が推定する
場合を想定している。移動端末３０２からの送信信号は、上りリンクにおけるマルチパス
フェージングの影響を受けながら、Ｌ個のパスとして無線基地局３０４に到達するものと
する。即ち、図３では代表的に１番目即ち先頭パス（パス１）と、Ｌ番目のパス（パスＬ
）とが描かれているが、実際にはＬ個のパスが存在する。無線基地局３０２の到来方向推
定部１１０では、パスを区別し得る程度に狭い指向性を有するビームパターン３０６を、
矢印３０８に示されるようにして、セル又はセクタ全域を掃引し（簡単のため、ここでは
、１２０度程度の広がり有するセクタを掃引することを想定している。）、到来波の受信
電力を測定する。
【００２５】
　図４は、そのような掃引をすることで得られる電力プロファイルの模式図を示す。電力
プロファイルＰ（θ，ｔ）は、到来方向（θ）及び遅延時間（ｔ）の関数として測定され
る。到来方向の推定は、ビームフォーマー法、カポン(Capon)法、ミュージック(MUSIC)法
その他の当該技術分野で既知の手法を利用して行なうことが可能である。
【００２６】
　パス毎の到来方向を推定する第１到来方向推定部１１２では、第１～第Ｌ番目のパスの
各受信タイミングｔ１，ｔ２，．．．，ｔＬにおいて、最も大きな受信電力Ｐ（θ，ｔ＝
ｔｉ）（ｉ＝１，．．．，Ｌ）を与える角度θをそのパスの到来方向θｉとすることがで
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きる。全パスに共通の到来方向を推定する第２到来方向推定部１１４では、到来方向毎に
（θ１，θ２，．．．，θＬの各々について）、第１～第Ｌ番目のパスの各受信タイミン
グｔ１，ｔ２，．．．，ｔＬにおける電力値の総和Ｐ１，Ｐ２，．．．，ＰＬを求め、最
大の電力和を与える方向を、全パスに共通の到来方向とすることができる。ここで、Ｐｉ

＝Ｐ（θｉ，ｔ１）＋Ｐ（θｉ，ｔ２）＋・・・＋Ｐ（θｉ，ｔＬ）（ｉ＝１，．．．，
Ｌ）である。或いは、次式に示されるように、そのようにして求めた電力和Ｐ１，Ｐ２，
．．．，ＰＬを用いて平均化された方向θaveを、全パスに共通の到来方向とすることも
可能である。
【００２７】
【数１】

尚、本実施例では簡単のため水平方向の角度（方位角）のみを到来方向として取り扱って
いるが、より一般的に垂直方向の角度（仰角）を考慮することも可能である。到来方向が
推定されると、フロー２００はステップ２０６に進む。
【００２８】
　ステップ２０６では、複数のパス間の角度広がりが測定される。角度広がりは、複数の
到来方向の間のなす角度（最大値）で規定される。この角度は、例えば、図５に示される
ように、受信電力が最大値から所定の範囲内（例えば、５ｄB以内）に含まれるパスの到
来方向の最大値と最小値の差分として求めることが可能である。図５に示す例では、受信
電力が最大値から５ｄB以内の範疇にあるパス１，２，３の内、到来方向の最小値θ１と
、最大値θ２との間の差分θ２－θ１が、角度広がりの検出値として求められる。或いは
、図４に示されるような電力プロファイルの測定結果に基づいて、次式に示されるような
、到来方向の標準偏差(standard deviation)σ又は分散(variance)を算出し、それを角度
広がりとすることも可能である。
【００２９】

【数２】

ここで、θ１，θ２，．．．，θＬは、各パスの到来方向であり、Ｐ１，Ｐ２，．．．，
ＰＬは各受信タイミングｔ１，ｔ２，．．．，ｔＬにおける電力値の総和である。いずれ
にせよ、角度広がりが算出されると、フロー２００はステップ２０８に進む。
【００３０】
　ステップ２０８では、測定された角度広がりが所定値を超えるか否かが判別される。こ
の判別は、閾値判定部１２８にて行なわれる。所定値即ち閾値は、経験的に又はシミュレ
ーションにより事前に設定される。角度広がりが閾値より大きい場合は、フロー２００は
ステップ２１０に進む。
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【００３１】
　ステップ２１０では、パス毎に重み係数を算出する重み係数算出部１２０からの出力が
選択されるように制御信号を生成し、それをスイッチ部１２２に与える。この場合に選択
される重み係数は、図６に示されるように、パスの各々にメインビームを向けるビームパ
ターンを実現するようなものである。図中、αは角度広がりを示す。図６では、簡単のた
め、パス１とパスLのみが描かれ、それらにメインビームが向く２つのビームが図示され
ているが、それ以上の到来方向にメインビームが向くビームパターンを実現するようにす
ることも当然に可能である。一方、角度広がりが閾値より大きくない場合は、フロー２０
０はステップ２１２に進む。
【００３２】
　ステップ２１２では、全パスにつきＭ個１組の重み係数を算出する重み係数算出部１２
４からの出力が選択されるように制御信号を生成し、それをスイッチ部１２２に与える。
この場合に選択される重み係数は、図７に示されるように、ある１つの方向又は平均的な
１つの到来方向にメインビームが向くビームパターンを実現するようなものである。
【００３３】
　ステップ２１２にて（全パスにつき１組の重み係数を算出する重み係数算出部１２４に
て）算出される重み係数は、例えば、次式に示される数式を利用して算出することが可能
である。
【００３４】
【数３】

但し、ｗはM個１組の重み係数ベクトルであり、Mはアンテナ素子数であり、θは所望の１
つの到来方向であり、ｄは隣接するアンテナ素子間の距離であり、λUはキャリア周波数
における波長である。この重み係数は、方位角θの方向に指向性を有するビームパターン
を実現する。ステップ２１０（パス毎の重み係数算出部１２０）で算出される重み係数は
、パス毎に上記の数式で算出されるような重み係数を算出し、それらを重ね合わせること
によって求めることが可能である。尚、重み係数の具体的な算出方法は、上記の数式を利
用する場合に限定されず、様々な既存の手法を利用して求めることが可能である。
【００３５】
　重み係数が設定されると、フロー２００はステップ２１４に進み、重み係数を決定する
処理を終え、以後受信信号処理が行なわれる。設定された重み係数は、乗算部１３０にて
受信信号に乗算され、重み付けされた受信信号は、加算部１３２にて合成され、復調部１
３４に与えられることによって、復調される。
【００３６】
　本願実施例によれば、電波の到来方向を推定しながら重み係数を算出するので、ＬＭＳ
のような収束に長時間を要するアルゴリズムを使用せずに、適切なビームパターンを速や
かに作成することが可能になる。
【００３７】
　本願実施例によれば、到来波の角度広がりの広狭に合わせて重み係数の算出方法を適宜
切り替えるので、角度広がりの広狭によらず、適切なビームパターンを作成することが可
能になる。即ち、角度広がりが大きい場合は、パス毎に算出される重み係数を利用するこ
とで、受信特性の劣化を抑制する。一方、角度広がりが小さい場合には、全パスを合成し
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た信号に基づいて重み係数を算出することで、重み係数の推定精度を向上させる。従って
、パス間の角度広がりの広狭によらず、重み係数の推定精度及び受信特性の劣化を抑制し
、良好なビームパターンを実現することが可能になる。
【実施例２】
【００３８】
　図８は、本願実施例による無線通信機の内、本発明に特に関連する機能を示す機能ブロ
ック図である。概して、図８に示される要素には、「８」から始まる参照番号が付される
。無線受信機８００は、アレーアンテナ部８０２を形成する複数のアンテナ素子８０４を
有する。簡単のため、３つのアンテナ素子８０４のみが描かれているが、アンテナ素子数
は適切な任意の数に設定することが可能である。アレーアンテナ部８０２の各アンテナ素
子８０４は、適切な指向性（ビームパターン）を実現するのに適切であるように、その寸
法、間隔及び形状等が設定される。各アンテナ素子８０４には受信フロントエンド部８０
６が接続され、受信フロントエンド部８０６は、周波数変換、帯域制限、電力増幅その他
の受信フロントエンドに関する処理を行なう。各受信フロントエンド部８０６の出力には
アナログディジタル変換部８０８がそれぞれ設けられている。各アナログディジタル変換
部８０８の出力は、それぞれベースバンド受信部８１０，８１２，８１４に与えられる。
ベースバンド受信部は、図１のアナログディジタル変換部１０８以降に示される要素（具
体的には、参照番号１１０乃至１３４で示される要素）のような信号処理を行なう。ベー
スバンド受信部８１０，８１２，８１４は、それぞれ第１乃至第３移動端末に対する再生
データを出力する。但し、図８では、第１乃至第３移動端末毎に別々にベースバンド受信
部が描かれている点、即ち到来波の送信元を区別ながら受信信号処理が行われる点に留意
を要する。尚、本実施例では、簡単のため無線基地局は３つの移動端末と通信するように
図示されているが、任意の数の移動端末と通信する場合に本発明を適用することが当然に
可能である。また、アンテナ素子数と移動端末の数を一致させることは必須ではない。
【００３９】
　無線通信機８００はベースバンド送信部８１６，８１８，８２０を有し、第１乃至第３
移動端末に対する送信データに関するベースバンドにおける信号処理を行なう。無線送信
機８００は、アンテナ素子８０８毎に設けられた加算部８２２を有し、各加算部８２２が
、各ベースバンド送信部８１６，８１８，８２０から出力される信号を重ね合わせ、その
出力をディジタルアナログ変換部８２４に与える。無線送信機８００は、アンテナ素子８
０４毎に設けられた送信フロントエンド部８２６を有し、各送信フロントエンド部８２６
は、ディジタルアナログ変換部８２４の出力に、周波数変換、帯域制限、電力増幅その他
の送信フロントエンド部に関する信号処理を行なう。送信フロントエンド部８２６からの
出力は、サーキュレータ部８２８を通じてアンテナ素子８０４に接続され、無線送信され
る。
【００４０】
　図９は、あるベースバンド送信部に関する機能ブロック図を示す。説明の便宜上、この
ベースバンド送信部は、第１移動端末用のベースバンド送信部８１６であるとするが、他
の移動端末用のベースバンド送信部８１８，８２０についても同様である。ベースバンド
送信部８１６は到来方向記憶部９０２を有し、到来方向記憶部９０２は、ベースバンド受
信部８１０にて推定された、第１移動端末からの受信信号に含まれるパスの到来方向及び
角度広がりに関するデータが格納される。より具体的には、第１移動端末用のベースバン
ド受信部８１０を構成する到来方向推定部、角度広がり推定部及び閾値判別部（図１の１
１０，１２６，１２８）等から得られた情報が、第１移動端末に関する到来方向情報とし
て到来方向記憶部９０２に格納される。ベースバンド送信部８１６は、到来方向情報に基
づいて、M個１組の送信時の重み係数を算出する重み係数算出部９０４を有する。但し、M
はアンテナ素子８０４の素子数である。重み係数算出部９０４で算出された重み係数は、
アンテナ素子毎に設けられた乗算部９０６の一方の入力にそれぞれ与えられる。他方、ベ
ースバンド送信部８１６は送信フレーム生成部９０８を有し、送信フレーム生成部９０８
は、第１移動端末宛の送信データを、例えば適切な無線パケットを形成するようにフレー
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ム構成を変換する。更に、ベースバンド送信部８１６は分配部９１０を有し、分配部９１
０は、送信フレーム生成部９０８の出力を、アンテナ素子８０４の数だけ分配させ、それ
らを乗算部９０６の他方の入力に入力する。各乗算部９０６の出力は、それぞれ加算部８
２２に与えられる。
【００４１】
　図１０は、無線通信機８００の本発明に関する主要な動作を示すフローチャートである
。本実施例では、無線通信機８００は、移動端末１，２，３と通信を行う無線基地局であ
る。フロー１０００は、ステップ１００２から始まり、複数のアンテナ素子８０４を通じ
て信号が受信され、受信フロントエンド及びアナログディジタル変換部における適切な信
号処理が行なわれる。各アナログディジタル変換部８０８からの出力は、ベースバンド受
信部８１０，８１２，８１４に入力される。そして、フロー１０００はステップ１００４
に進む。概して、ステップ１００４，１００６及び１００８における動作は、図２のステ
ップ２０４，２０６及び２０８に関して説明した動作と同様である。
【００４２】
　ステップ１００４では、受信信号に含まれる複数のパスの到来方向が推定される。この
処理は、図１の到来方向推定部１１０に関連して説明したようにして行なわれる。
【００４３】
　ステップ１００６では、図１の角度広がり推定部１２６に関連して説明したようにして
、複数のパス間の角度広がりが測定される。
【００４４】
　ステップ１００８では、測定された角度広がりが所定値を超えるか否かが判別される。
この判別は、図１の閾値判定部１２８のような要素にて行なわれる。ステップ１００４に
て推定したパス毎の到来方向、ステップ１００６にて測定した角度広がり、及びステップ
１００８にて判別した角度広がりの大小関係等に関する情報は、到来方向情報として、各
ベースバンド送信部８１６，８１８，８２０（図８）の到来方向記憶部９０２（図９）に
格納される。角度広がりが閾値より大きい場合は、フロー１０００はステップ１０１０に
進み、そうでなければステップ１０１２に進み、適切な重み係数が算出される。到来方向
情報に基づいて、各移動端末に対する送信信号のビームパターンを決定する重み係数が算
出される。これは、重み係数算出部９０４にて行なわれる。図１１乃至図１３に示される
ように、様々な重み係数を算出することが可能である。
【００４５】
　図１１は、複数のパス内、最大受信電力を与えるパスの到来方向θ１に、送信ビームの
メインローブを向けるように重み係数を算出する様子を示す。図中、ｗは重み係数ベクト
ルであり、Mはアンテナ素子数であり、ｄはアンテナ素子間の間隔であり、λDはダウンリ
ンクのキャリア周波数における波長を表す。
【００４６】
　図１２は、複数のパスの到来方向の各々θ１，．．．，θＬに、送信ビームのメインロ
ーブを向けるように重み係数を算出する様子を示す。
【００４７】
　図１３は、複数のパスに関する平均的な到来方向θaveに、送信ビームのメインローブ
を向けるように重み係数を算出する様子を示す。
【００４８】
　図１２に示されるビームパターンを実現する重み係数は、角度広がりが大きい場合に有
利であり、図１３に示されるような重み係数は、角度広がりが小さい場合に有利である。
図１１に示されるような重み係数は、角度広がりが小さい場合に使用可能であるのはもち
ろんのこと、角度広がりが大きい場合に使用する余地もある。というのも、通信環境によ
っては、角度広がりが大きい場合に総てのパスに向けて送信信号を分散させるよりも、特
定の方向に送信信号を集中させて送信した方が移動端末に良好に到達する場合もあり得る
からである。ステップ１０１０及びステップ１０１２において、図１１に示されるビーム
パターンを実現する重み係数を採用するか又はそれ以外の重み係数を採用するかについて
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は、角度広がりの広狭に加えて、例えば電力プロファイルにおける遅延時間の長短を考慮
することも可能である。例えば、角度広がりが広い場合に、各パスの遅延時間が短ければ
図１２に示される重み係数を選択し、遅延時間が長ければ図１１に示す重み係数を選択す
ることが可能である。
【００４９】
　このようにして重み係数が適切に設定された後は、フロー１０００はステップ１０１４
に進み、送信時の重み係数の設定を終了する。
【００５０】
　本実施例によれば、到来波の送信元を識別しながら到来方向を推定し、その推定結果を
用いて送信時の重み係数を算出するので、所望の通信相手に信号を送信する場合に、効果
的に干渉波を抑圧しながら送信信号を送信することが可能になる。
【００５１】
　本実施例によれば、パス間の角度広がり及び／又は遅延時間の長短等に応じて、様々な
ビームパターンを実現する重み係数の中で適切なものが使用される。従って、通信環境又
は伝送路の状況に合わせて適切な信号伝送を行なうことが可能になる。
【００５２】
　本実施例によれば、パス間の角度広がりの広狭に応じて適切な重み係数が算出されるの
で、通信相手に効率的に信号を送信することができる。その結果、例えば無線基地局にお
ける送信電力を節約することが可能になり、節約できた分だけカバレッジ及びリンク容量
を増加させることも可能になる。
【００５３】
　以上説明したように、本願実施例によれば、上下リンクの通信が非対称な無線通信環境
であっても、良好に干渉波を抑圧するアレーアンテナのビームパターンを作成することが
可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００５４】
【図１】本願実施例による無線受信機の主要な要素の機能ブロック図を示す。
【図２】本願実施例による無線受信機の主要な動作を示すフローチャートである。
【図３】パスの到来方向を測定する様子を示す概念図である。
【図４】パスの到来方向及び遅延時間に関する電力プロファイルの模式図を示す。
【図５】角度広がりを算出するために使用される電力プロファイルの模式図を示す。
【図６】パス毎に算出される重み係数により実現されるビームパターンを示す図である。
【図７】全パスに共通する重み係数により実現されるビームパターンを示す図である。
【図８】本願実施例による無線通信装置の主要な要素の機能ブロック図を示す。
【図９】本願実施例による無線通信装置に使用されるベースバンド送信部の機能ブロック
図を示す。
【図１０】本願実施例による無線通信装置の主要な動作を示すフローチャートである。
【図１１】本願実施例による無線通信装置の送信ビームパターン例を示す概念図である。
【図１２】本願実施例による無線通信装置の送信ビームパターン例を示す概念図である。
【図１３】本願実施例による無線通信装置の送信ビームパターン例を示す概念図である。
【符号の説明】
【００５５】
　１００　無線受信装置
　１０２　アレーアンテナ部
　１０４　アンテナ素子
　１０６　受信フロントエンド部
　１０８　アナログディジタル変換部
　１１０　到来方向推定部
　１１２　第１到来方向推定部
　１１４　第２到来方向推定部
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　１１６，１１８　パス毎の処理要素
　１２０　パス１用の重み係数算出部
　１２２　スイッチ部
　１２４　全パス共通の重み係数算出部
　１２６　角度広がり推定部
　１２８　閾値判定部
　１３０　乗算部
　１３２　加算部
　１３４　復調部
　３０２　移動端末
　３０４　無線基地局
　３０６　ビームパターン
　８００　無線通信装置
　８０２　アレーアンテナ部
　８０４　アンテナ素子
　８０６　受信フロントエンド部
　８０８　アナログディジタル変換部
　８１０，８１２，８１４　ベースバンド受信部
　８１６，８１８，８２０　ベースバンド送信部
　８２２　加算部
　８２４　ディジタルアナログ変換部
　８２６　送信フロントエンド部
　８２８　サーキュレータ部
　９０２　到来方向記憶部
　９０４　重み係数算出部
　９０６　乗算部
　９０８　送信フレーム生成部
　９１０　分配部
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